
2023年に、独立したインサイト＆アドバイザリー・コンサルティング会社である

GlobeScanと協力して、30カ国33,000人以上を対象にサステナブルな暮らしに関す

る調査を実施しました。（2017年、2019年、2021年にも同様の調査を実施していま

す。）

私たちは、不平等やコミュニティ/地域、人権といった社会に関することや、気候変

動や消費、サーキュラリティ（循環型）といった環境に関連することについて、

人々がどのように考え、感じ、行動しているのか、もっと知りたいと思いました。

この調査から得たインサイト（洞察）をもとに、人々のニーズや懸念に確実に対処

できるようイケアでのサステナビリティの方向性を定めていきます。

People & Planet
2023年消費者インサイトと動向

今年の調査から、
日本の主な7つの傾向が明らかに。
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日本人の多くは、持続不可能な消費、気候変動、拡大する不平等の関
連性を認識している。

気候変動と不平等に関する懸念は高い一方で、知識レベルは世界平均
を下回っている。

気候変動と不平等に関する個人のエンパワーメントレベル（自分も貢
献できるという自信）はかなり高いが、2021年以降は低下している。

ほとんどの人が気候変動と消費に関して行動を起こしており、もっと
多くのことをしたいと考えている。 5人に2人が、日常生活において
不平等に対して何らかの行動を起こしている。

生活費の高騰により、節約につながるサステナブルな行動が増えては
いるが、コストが依然として一部のサステナブルな行動の障壁となっ
ている。

気候変動と不平等に対して政府や企業に行動を起こしてほしいという
期待は高いが、2021年以降はその期待が低下している。

イケアに対しては、特にサステナブルな製品やサプライチェーン、循
環型ビジネスの分野における期待が高い。

https://globescan.com/


今回の調査からわかった、
よりサステナブルな暮らしの実現のために
イケアができる5つのこと

人々のお金の節約に役立ち、環境と社会を支えるソリューション
を提供します。

もっとも影響力があり、かつ簡単に取り組めるアクションに優先
順位を付け、その効果を明確に示します。

人々や地球のためにできることについて、理性的かつ感情に訴え
る方法で多くの人々の関心を引き付けます。
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5 政府による法の整備やインセンティブ（補助金など）、また企

業による気候変動、自然の保護と回復、不平等へのアクション
を求めます。

環境に配慮した購入を可能にする選択肢を示し、サステナブル
な製品を明確化し、その特長やお役立ち情報を伝えます。
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社会に関すること（不平等、コミュニティ、人権）
全般的に不平等に対する懸念は高く、Z世代はほかの世代よりもこの問題に積極的に取り組んでいます。

Z世代と全体の結果で大きいギャップがあるの
はLGBTQ＋の人権平等を求める声の割合でし
た。世代間の対話を促進することで、よりイ
ンクルーシブな社会を構築が期待できます。

人々は地域社会で活発に不平等の是正に取り
組んでいます。

友人や家族と不平等について話す
（2021年の51％から55％に増加）

製品が誰によってどのように製造され
たかについての情報を探す（2021年
の48％から53％に増加）

地域社会の社会問題を支援してい
るブランドを好む（48％、2023
年に初めて調査）

公平な扱いをしていないブラン
ドをボイコットする（2021年の
29％から44％に増加）

約5人に3人（58％）が、一人ひとりが不平等
をなくすために貢献できると考えています。

…しかし、エンパワーメント（自分も貢献でき
るという自信）は2021年以降減少しています。
（2021年の65％から58％に減少）

少なくとも時々は行動を起こしていると回答した人の割合（％）

不平等への懸念がある
18～24歳：49％

世界平均：62％

不平等について多くのことを
知っている/まあまあ知っている

18～24歳：31％

世界平均：55％

日常生活において不平等に
対して行動を起こしている

18～24歳：55％

世界平均：64％

各側面の平等を重要と評価している人の割合（％）

27% 41%

行動を起こす可能性が
もっとも高いのはZ世代と
ミレニアル世代だが、彼
らのエンパワーメントに
対する意識は世界的に
もっとも低下しています。
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障がい者

性別

社会経済的背景

国籍・民族

年齢

トランスジェンダーの人

LGBTQ+コミュニティ

日本全体

Z世代（18~24）
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環境に関すること（気候、消費、サーキュラリティ）
気候変動に関する知識や懸念はSDGsの浸透後も横ばいですが、その中でも65歳以上の関心や関与は高い傾向にあります。

人々は、最も影響力のある行動の優先順位を
知りたいと思っています。

ほぼ5人に3人（60％）が、気候変動への対策
は個人でも貢献できると考えています。

...しかし、このエンパワーメントは2021年
以降低下しています。（2021年の70％から
60％に低下）

冷房・暖房での節約

節電のためにスマートテク
ノロジーを使う

日用品や衣類は中古品を買う

自分の行動の影響力を知れば、
もっとやる気が出る。

何をすべきかについての情報やアド
バイスをもらえれば、もっと行動を
起こしたい。

日常的な気候変動対策、特にお金の節約につなが
る行動は増えています

人がもっとも頻繁に取る行動に、
もっとも大きな影響力があるとは限りません。

Project Drawdownによると、気候への影響を減らすために人々がで
きる最も影響力の高いことの1つは、ベジタリアン／ヴィーガンの食
事をとることです。しかし、時々でもそのような食事をとる人は
19％のみです。

気候変動に対して懸念がある
65歳以上：66%

世界平均：68%

気候変動についてよく知って
いる／まあまあ知っている

65歳以上：34%

世界平均：60%

日常生活において気候変動に
対して行動を起こしている

65歳以上：70%

世界平均：66%

気候変動に対しての行動を促す際に、その費用が障
壁となりえます。49％の人が、気候変動対策のため
の行動をとらないのは、費用がかかりすぎるからだ
と回答しています。

39%

31%

58% 27% 65%

少なくとも時々は行動を起こしていると回答した人の割合（％）

2023 2021

GlobeScanの分析によれ
ば、エンパワーメントが
行動を促し、各個人のそ
れが行動への道筋の中心
となります。

日本全体 日本全体 日本全体

https://drawdown.org/news/insights/the-powerful-role-of-household-actions-in-solving-climate-change


政府と企業への期待

日本の人々は、下記の項目に基づく政府
および企業によるアクションを期待して
います。 人々は政府からの「アメとムチ」のアプローチを望んでいます

不平等についてさらに望むこと:

• 権利と機会の平等に関する政策と法律

• インクルージョン（多様性の受け入れ）
におけるリーダーシップ

• インクルージョンと平等に関する公共
キャンペーン

気候に関してさらに望むこと:

• 公共キャンペーンを通した情報発信

• 補助金やインセンティブ、例えば再生可能
エネルギーへの投資

• 政策、基準、罰則

• リーダーシップと戦略

企業は手本となる行動でリードし、より多くのことを伝えることが求められています

人々は企業に、運営とサプライチェーンにお
けるアクションに焦点を当てることを望んで
います：

• 雇用機会、雇用、インクルージョン、
差別撤廃

• 男女平等、給与賃金

5人に3人以上（66%）
が企業は環境および社
会的影響についてもっ
と情報を発信すべきだ
と回答しています。

政府 企業

60% 55%

57%59%

不平等の解消

気候変動対策

75% 72%自然の
保護と回復
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本調査は、各国の消費者調査パネルを利用し
て30カ国で回答者を募り、合計33,451人の
成人（18歳以上）を対象にオンラインで実施
しました。

この調査は、オーストラリア、オーストリア、
ベルギー、カナダ、中国、クロアチア、チェ
コ共和国、デンマーク、フィンランド、フラ
ンス、ドイツ、ハンガリー、インド、アイル
ランド、イタリア、日本、オランダ、ノル
ウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニ
ア、セルビア、スロバキア、スロベニア、韓
国、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、
米国で2023年4月から5月にかけて実施され
ました。

各国とも、性別、年齢、地域、学歴の枠を
設けて、代表的なサンプルを目指しました。
しかし、中国とインドでは、全地域でのオ
ンラインアクセスが十分に普及しておらず、
低所得、低学歴、農村地域の意見が十分に
反映されていません。

30カ国のデータは加重平均で集計されてい
ます。

本調査での「世界平均」とは、Ingkaグ
ループの市場のみを対象としています。し
たがって、経済的に発展している国々が強
く反映されています。

この調査結果は、2017年、2019年、2021
年に実施された3つの過去の調査に基づい
ています。2017年の調査は14市場、2019
年の調査は30市場、2021年の調査は32市
場を対象としています。

GlobeScanは、ブランドパーパス、サステ
ナビリティ、ブランドの信頼度などに関し
て、その関連性を考察する世界的なインサ
イト＆アドバイザリー・コンサルタント会
社です。

Ingkaグループのピープル＆プラネット・
ポジティブ・アクションの詳細はこちらを
参照ください。（英語のみ）

https://www.ingka.com/reporting/

調査手法と
サンプルについて

https://globescan.com/
https://www.ingka.com/reporting/
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